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ている 。

　「本日のご報告を聞きまして一番納得できなか ったのは，労働法的な意味での労働者対使用者の対

抗という視点がないことです。雇い入れの段階，しかも現在のような不況の時代には，労働者は雇い

入れのときに一番弱い立場に立つわけです。従属的労働関係と言われるわけですけれども ，そういう

中での最初の労働関係の成立の問題という視点が必要です」（日本労働法学会，ｐ
．２０５）。

［付記１

　本稿脱稿後，新たに生じた事項を付記しておきたい 。

　１９９６年５月に改正された労働者派遣法は同年１２月１６日に施行された。また同日 ，労働者派遣事業の対象

業務について従来の１６業務に加えて新たに１１業務追加する政令もあわせて施行された。なお ，９５年１２月の

中央職茉安定審議会建議で追加対象業務に含まれていた「病院における介護の業務」は今回の追加対象業

務からは除外されている 。

　ついで１９９６年１２月２４日 ，中央職業安定審議会は労働大臣にたいして，有料職業紹介事業の取扱い職業を

事務的職業（ただし新規学卒後１年以内の者は除く）や販売の職業（同前）などホワイトカラー職種にま

で拡大すること ，および従来の手数料に加えてコンサルタント料やカウンセリング料という名目で徴収す

ることを認めることなどを含む建議を行 った。これを受けて労働省は省令を改正し，建議の内容を１９９７年

４月より実施に移す計画である 。

（３５５）
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日本企業の雇用システムとｒ終身雇用制」論

浪　江　　　巌

は　じ　め　に

　「バブル崩壊不況」とともに始まっ た企業の雇用削減，人員整理の動きは，それまで雇用が比

較的安定しているとみられていたホワイトカラー とくにその中高年層や管理職層がター ゲット

になっ たこと ，採用抑制により新規学卒者の就職難をもたらしたことなどによっ て， 社会に大き

な衝撃を与えた。この動きは，景気回復の遅れに「産業空洞化」など構造的要因がくわわ ってい

まだやまず，悪化した雇用情勢も回復していない。完全失業率は，不況局面に入ってから上昇を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
続けて，１９９５年には３．２％に達し，９６年に入っても３％台前半を上下している状況にある。日経

連によれは，「雇用不安が一挙に噴き出しかねない状況」（日経連『平成８年版労働問題研究委員会報

告』 ，２５ぺ 一ジ。以下，引用箇所のぺ一ジ数は数字のみで示す）であるという 。その背後では，財界 ・

政府による２１世紀に向けたｒ経済構造改革」とその一環として雇用システムの改革，ｒ円滑な労

働移動」のための「流動的な雇用体制」づくりへの動きが進行している。その内容は，近年のお
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
ひただしい政策文書にもうかがうことができる。そこには「失業なき労働移動」が言厘われるが ，

かえっ て「雇用不安」を増幅するおそれも否定しえない 。

　こうした動きに対する労働組合側の対応，対抗については，ここで総括的に紹介する用意はな

いが，政策 ・制度要求にみられるひとつの特徴的な動きとして，解雇の法的制限に関する要求に

注目しておこう 。「連合」（日本労働組合総連合会）は，１９９６～９７年度の「雇用 ・労働政策」の１の

（１）雇用安定施策の強化の項の　のなかで，「解雇規制の法制化を行う」とし，２の（２）労働基準法

等の抜本改正の項の　において，「解雇や雇い止めに関する判例法理の条文化，出向の適切な規
　　　　　　　　　　３）
制」などを掲げている 。「全労連」（全国労働組合総連合）は９６年２月に「解雇規制立法要綱」を ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
「全労協」（全国労働組合運絡協議会）が１月に「解雇制限法要綱」をそれぞれ発表した 。

　ところで，以上のような雇用削減や「流動的な雇用体制」づくりへの動きを背景に，雇用問題

の分野における研究者問での論議の焦点の一つは，日本の雇用システムの変容や行方に当てられ ，

特に「日本的雇用慣行」の基軸をなすいわゆる「終身雇用制」ないし「終身雇用慣行」（以下，煩

雑さを避けるため，「」をはずす）の崩壊や存続，その実在性などをめぐる議論が盛んになされて

きた。もちろん，前述のような問題状況のもとでは，雇用システムとその変化の研究が終身雇用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
制（慣行），その存廃という視点からのみの議論にととまることはできない。この点には十分に

留意したうえで，しかし，そのことは日本企業の雇用システムの特質と変化を把握するうえで終

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５６）
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身雇用制をめぐっ てなされてきた論議が意味がなくなっ たというわけではもちろんない。先の課

題を追求するうえでも ，また，後にみるような議論のある種の混迷状況をみるとき ，「終身雇用

制」論の整理は避けられない課題であろう 。もっとも ，その場合，視野を狭くしないためにも ，

企業の雇用システムのより一般的な形態や構造をふまえ，そのなかでこの議論を位置づけとらえ

かえす作業が必要とされよう 。本稿では，近年の終身雇用制をめぐる議論，そこでの認識や論点

の整理を通じて，またその範囲で，日本企業の雇用システムの特質と変化の解明という課題に接

近しようとするものである 。

１． 近年の「終身雇用制」論と論点

　１）主要な見解と相違点ないし論点

　近年の「終身雇用制」論について，いま少しくわしくその特徴をみておこう 。日本経済を支え

る雇用システムの特質として「終身雇用制」，「年功賃金」，「企業別組合」のいわゆる三種の神器

　　　　　　　　　　　　　　　６）
をあげるのが社会常識化するなかで，雇用の現状分析のひとつの関心はたえずこれらの特質の行

方におかれてきた。そのうち終身雇用制については，７０年代の石油危機以降の度重なる「雇用調

整」の波のなかで人員整理が実施されるにともない，その変容，再編，崩壊などが論じられてき

た。 ９０年代における雇用削減の展開のもとで，再び終身雇用制をめぐる論議が盛んになっ ている

わけであるが，そこでは相異なるいくつかの見解が出されている 。

　「退職出向」，「早期退職優遇制度」などの施策を通じて定年前の中高年層の企業外排出がすす

む現実をふまえて，終身雇用制の解体 ・崩壊過程の進行を指摘する論者がいる（崩壊説と呼んでお
　７）
こう）。 他方，９０年代の今日においてもなお終身雇用制の存在，あるいは変容を含みながらの大
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８〕
枠での存続を認める論者もいる（存続説と呼んでおこう）。 こうして，現段階において終身雇用制

は崩壊しているか存続しているか，これが論点となる 。

　以上の諸見解は，すくなくとも高度成長期における終身雇用制の存在は認めているのであるが ，

これらにたいし，その存在そのものを否定する見解が提起されている（不在説と呼んでおこう）。

「終身雇用は制度 ・慣行としては存在してはいない」（野村［１９９４ｂ１ ，１９５），「終身雇用という観念

は通念として流布はしていても ，それを支える制度もまた実態も確立してはいない」（島田
［１９９４１ ，６９～７０），というごとくである。こうして，日本の雇用システムのうちにもともと終身雇

用制が実在したのかどうか，という論点が新たに出されている 。

　なお，事実認識における諸論の展開とならんで，今後の政策論としても ，維持（再編論を含め

て）と廃止（維持不能論も含めて）の両論がみられる。政策論には，本稿では立ち入らない 。

　諸見解の相違のこうしたレベルでのとらえ方は，さしあたりまだ表面的なものである。その背

後には，終身雇用制（慣行）とは何か，それをどのように定義するか（終身雇用の字義そのものと

は区別されるべきであろう）という点での違いがある。存続説と崩壊説を不在説に対して実在説と

してまとめて呼ぶことにすると ，不在説と実在説の分かれ目は，前者が終身雇用制を定年までの

雇用が完全に保障される慣行とみるのに対し，後者は「よほどのことのないかぎり」といっ た留

保をつける点であろう 。たとえば野村［１９９４ｂ１では，ｒ終身雇用」は，通説での定義として ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５７）
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「Ｏ会社は学校を卒業した直後の人を採用し，定年まで雇用を保障する 。」，「　新規に学校を卒業

する者は，卒業と同時に会社に入り ，定年までその会社に働き続ける」という「二つの条件が同

時に満たされていること」ととらえられる（３５～６）。 このように，終身雇用制の定義の仕方の違
　　　　　　　　　　　　　　　９）
いが表面化したことも特徴的である。この点に関連して，「（日本型）長期雇用」なる概念が労働

経済学者から出されているのが，その存立根拠の独自の説明やその政策的立場とともに注目され
１０）

る。

　諸説の違いの背後には，いまひとつ，終身雇用なる事象の存在次元についての認識の違いがあ

るように思われる。例えば，野村［１９９４ｂ１は，終身雇用は「幻想」でありながら「多くの従業

員によっ て信じられたために，社会的な力とな」り ，「社会的な規範としては存在している」と

もいう（１９５）。 あるいは，島田［１９９４１では，高度経済成長期の体験により形成された労働者の

「期待感」，「世問の社会通念」としての終身雇用の存在，その「一種の既得権」視，さらに家計

や社会の経済活動の「所与の条件」化という状況を指摘する（６６）。 また，崩壊説と存続説の分

岐点には，後者における終身雇用を「規範」あるいは「理念」の次元で（も）とらえる見方があ

る（阿部［１９９４Ｌ長谷川［１９９５１ ，嶺［１９８９１など）。

　２）「終身雇用制」論における認識対象

　以上のような諸説の違いの意味を見きわめるうえでは，各論者のいわば認識過程にさらにはい

りこんでみる必要がある。ｒ終身雇用制」論は日本企業の雇用システムのある側面と特質を終身

雇用制として把握しようとする見解とそれをめぐる議論である。課題は，さしあたり日本企業の

雇用システムの特質の認識であ ったはずである。したがって，「終身雇用制」論の検討において

は， 把握された雇用システムの特質の実体的内容，その把握の的確性の問題と ，その概念化にお

いて使用される終身雇用（制／慣行）という概念の概念＝用語の意味やその使用の妥当性，いわ

ば用語法の問題とはひとまず区別するのが生産的であろう 。まず前者の検討をふまえて，後者の

検討もされる必要があろう 。

　前者の作業において確かめるべき点のひとつは，論者が認識の客観的対象としてどのような現

実の事象を表象しているか，この場合には日本企業のどの時期のどのような雇用現象を問題にし

ているかである。いまひとつは，表象された事象を概念的に把握するために一般的な概念枠とし

てどのような枠組みを設定しているか，という点である。後者が問題になるのは，前者の特定の

対象の概念的把握は，ふつうより　般的なものの特殊的形態としてその生成根拠とともに把握さ

れるからである。雇用の何らかのより　般的な形態の一特殊的形態として終身雇用制をとらえな

おすということである。一般的な概念枠の設定が重要なのは，ｒ終身雇用制」論がその特質とし

て把握するものが，その　般的枠組みのなかのとの次元ないし部面にかんする特質なのかを見き

わめるのにも不可欠だからである 。

　まず，日本企業の雇用システムの特質把握をめぐっ てｒ終身雇用制」論が表象しているのはい

つの時代の雇用システムか。その歴史的な起源としては，それを戦前に求めるのが通説であるが ，

ここで問題になるのは戦後における雇用システムである。戦後しばらくはド ッジ ・ラインのもと

での「企業整備」をはじめとして大量の人員整理が頻発し，これに対する労働組合の激しい解雇

反対闘争が展開されたことは周知のとおりである。こうした嵐がおさまり雇用が安定するのは５０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５８）
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年代後半から始まる高度経済成長期に入ってからのことであ った。この高度成長期はその問６０年

代半ばの不況をはさみながらも７０年代の前半，石油危機まで続くわけであるが，この時期の民問

大企業，そこの男子正社員にみられる雇用慣行がさしあたり実在説に共通する認識対象になっ て

いる 。

　不在説もまた，日本企業の雇用慣行＝終身雇用という社会通念が形成された条件のひとつとし

て高度成長期をあげ，その時期にはそのような観念を生むような客観的状況として，「大企業が

長期雇用を志向していた」（野村［１９９４ｂ１ ，８０），「終身雇用のように見えた雇用需要」（島田

［ユ９９４１，６７）があ った，とする。しかし，そのことは制度 ・慣行としての終身雇用の存在を根拠

づけるものとはみなされない。「終身雇用をめぐる論議で必要なのは，日本の雇用の特質を長い

タイムスパンのなかで検討し，そのなかで終身雇用と呼ばれてきた雇用慣行を位置づけることに

ある」（野村［１９９４ｂ１，５）という 。

　ちなみに，日経連［１９６９１が，「終身雇用制については，やめる自由とやめさせる自由とを前

提とした新しい形の長期勤続奨励にもっ ていく必要があろう」（７６），「われわれは現実としては

終身雇用制はとくに中高年層については急には変えられないとみる 。（しかし，あるいは意外に

早く変化がくるかもしれない）」（８７），「終身雇用制を改めて流動的な雇用体制にする」（８７）など

と述べたとき ，ここにおいてもまた，この時期における終身雇用制の存在が意識されていたので

はないかと思われる 。

　７０年代半ば以降，第１次 ・第２次石油危機，８５年の「プラザ合意」をうけた円高不況，そして

９０年代「バブル崩壊」以降と ，度重なる「雇用調整」において人員整理等の従業員の企業外排出

が実施される。こうした状況は，不在論者にとっ ては，市場における企業問競争のもとで「雇用

が完全に保障されることはありえない」（野村［１９９４ｂ１ ，１９５），「終身雇用」は「経済成長の結果」

（島田［１９９４１，６０）にすぎないことを確認するものである。他方ワ高度成長期に終身雇用制の存在

を認めた論者も ，この問における雇用システムの「変化」をどのように認識するかをめぐっ て，

崩壊説と存続説（変容説も含む）とに分かれてくることになる 。なお，崩壊説においては，政策 ，

価値観としては６０年代から解体への動きがみられるとする（牧野［１９９４・１ ，津田１１９８８１）。 たしか

に， 前述の日経連［１９６９１の内容はそれを裏付けるものである 。

　３）「終身雇用制」論における雇用システム分析の　般的な枠組み

　つぎに，各論者においては，こうした特定の歴史的な時期の雇用システムの特質を概念的に把

握していくうえで，雇用システムのより一般的な構造の枠組みがどのように設定されているかを

みておく必要がある。各論者は，雇用の一般的構造の中のどのような次元や部面において，どの

ような形態的特質を把握しつつ，終身雇用制ないしその不在を王張するのか　　そこを明らかに

することによっ て諸説の相違の意味が確定できよう 。

　存続説（変容説）に立つ嶺［１９８８１ ，［１９９２１は，「日本的雇用慣行」の把握のために「雇用慣

行」のより普遍的な枠組みを明示的に設定しているので，少し詳しく紹介しておこう 。氏によれ

ば， 「雇用慣行は，雇用に関して，繰り返し広く行われる社会的慣習であり ，規範的意味をもつ

制度（ｉｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎ）である 。その一部が成文化されている」（嶺［１９８８１ ，６）。 労使関係論的アプ

ローチのもとに，これは，「権力」「市場（経済）」「技術」「イデオロギー（文化）」の４つの「環

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５９）
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境要因」の影響を受けつつ，「企業と労働者 ・労働組合という主体」の行動の合成によっ て形成

されるものととらえられる。主体の関係しあう「三つの局面（レベル）」が区別される。Ａ「理

念・ 方針 ・欲求」，Ｂ「制度 ・細目 ・運用」，Ｃ「実態 ・成果」である 。

　Ａは観念的な存在レベルで，理念：企業，方針＝労働組合，欲求＝労働者というふうに各主体

の行動基準を示す。三者は重なりあう（共有される）部分があるという 。Ｂのうち，制度は「大

きくまとまりある個別慣行」，細目はｒそれの要素となる部分的ルール」（同，７）から形成され ，

「労使間協定」や「就業規則の系列に属する成文規定」の形をとり ，その実施，さらに「ルール

化されていない分野」において運用がなされる。Ｃは制度等の機能，結果であり ，環境要因等に

よりＡとＣのあいだにギ ャッ プが生じうるとする。「制度について，変化の有無やその内容を検

討しようとすれば，少なくとも三つのレベルを区別することが必要であろう」（同，８）という 。

　このような一般的な枠組みをもとに，「高度成長の初期を念頭において」（同 ，１３），日本的雇

用慣行の内容が把握されることになる。「終身雇用制」はＢの「制度」のレベルでとらえられ ，

「新規学卒者を正規従業員として採用し，特別の事情のない限り ，定年まで雇用する慣行」（同 ，

１３）と定義される。その要素（細目 ，運用）として，新規学卒定期採用中心，企業内訓練，柔軟

な配置，昇進，定年制（通常５５歳），女子の結婚退職，人員整理手続きにおける正規従業員の雇

用継続への配慮などが挙げられる。また，「終身雇用」はＡレベルでも理念等として主体問で共

有され，高度成長のもとで解雇の必要がなかったため，Ｃレヘルでも実現されたとする 。

　８０年代以降の変化（９０年代は射程には入っていない）については，Ａ，Ｂ，Ｃの各レベルでの動向を

データによっ て確認しながら，「終身雇用制は変容したが持続しつつある」（同，２２）と結論され

る。 嶺［１９９２１においても同様である。その根拠は，変化が制度の運用 ・細目レベルにとどまり ，

経営理念レベルで変化がなか ったことに求められる（嶺［１９９２１ ，１０７）。

　要するに，終身雇用慣行は，イ）雇用システムのうち企業と従業員の個別的な雇用関係の部面

におけるその継続性にかかわる特質として，新規学卒時から定年年齢までの継続雇用　　「特別

の事情のない限り」という留保つきで　　という独自な内容をもつものとして，口）「制度」と

いうレベルで，「慣行」という形態で，次元のことなる部分的な制度，その運用，慣行群の集合

という複合的な構造をもっ て存在するものとして，ハ）そのような制度としてのまとまりは，環

境諸要因によっ て条件づけられ制約されながらも ，雇用（の継続性）に関する労使のそれぞれの

規範に基づく行動の合成作用によっ てその直接的な生成根拠を与えられているものとして，把握

されている。嶺氏以外の論者は，自論の展開にあた って一般的な枠組みを明示的には示していな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
いように思われるが，暗里犬のうちに則提されていることはいうまでもない 。

　同じく存続説をとる高梨［１９９４１は，雇用システムとその機能の結果を区別する。前者のレベ

ルでは「暗黙の契約」という枠組みで，「労働者も長期勤続を期待し，経営もこれに応えようと

する労使間の暗黙の契約」（１９）ととらえ，後者の次元では「特定企業への長期勤続化傾向」（１７）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
という特徴を強調する。後者のとらえ方を徹底するのが小池［１９９１１である。さらに同じ労働経

済学から接近する中馬［１９９４ａ１は，日本企業の雇用システムの特徴を雇用関係のレベルで，そ

の継続性，継続期問の側面でとらえ，「長期雇用」（：「長期的な雇用契約関係」）なる概念を用

いて「日本型長期雇用」と規定するとともに，その形成の論理を労使双方による雇用行動の合理

的選択によっ て説明する 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３６０）
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　これに対し，崩壊説，たとえば牧野［１９９４ａ１は，解体され崩壊しつつある終身雇用制（長期

雇用慣行とも言い換えている）を「結果としての終身雇用ないし長期雇用」とは区別している 。

前者は制度的レベルでとらえられ，「かって多くの男子労働者が “よほどのことがないかぎり定

年までわが社で働ける”と考えていた」慣行であり ，その労務管理的側面とともに，「労働者に

とっ ても ，長期にわた って雇用の安定がえられ，生涯の生活設計がたてやすいというメリット」

（１１９）が認められ，それが労働運動によっ て支えられ現実化するものとされている 。また，雇用

のあり方についての労働者の価値観や杜会通念，イデオロギーのレベルも ，特定の雇用システム

の形成条件として重視する。氏によれば，労働力流動化の条件づくりとして，いま独占は「生涯

に何度も職場を変えるのがあたりまえだ」という「社会通念」の定着をねらっ ているという

（１２３）。

　津田［１９８８１は終身雇用慣行をまず何よりも企業の雇用についての「価値観」のレベルでとら

え， その原義は「杜会制度抜きでも企業社会による全従業員の生涯生活（定年を超えて…引用

者）が充足される」（４）という考え方にあるという 。それはまた，「価値規範」＝「人事労務管理

体系」に具体化される。その確立の契機は社会問題，特に戦後の激しい労使紛争にある。ところ

が， 日本企業の雇用観にはもう一つ「若年層尊重　中高年毎用」（７）の柱があり ，昭和３９～４０年の

不況期，日経連が提唱する「日本的レイオフ制」（長勤続 ・中高年層から先に解雇する）により押し

出された。これによっ て， 終身雇用慣行の価値規範は消滅し，石油危機以降その実践がはじまり ，

先に紹介したような状況に立ち至 ったとする。「この時期以降の終身雇用論は状況の辻棲合わせ
　　　　　　　　１３）
論になっ てい」（８）き ，いまや日本企業の大部分は「従業員の雇用継続について企業の価値観も価

値規範もあいまいで，状況によっ てタテマェとホンネ，オモテとウラを使い分けていこうとす

る」「あいまい型」」（９）で，「終身雇用型」は少数の大企業に残るのみとする。そして，この「あ

いまい型」の雇用慣行を解くことが終身雇用論議の課題であるというのである 。

　以上の実在説に対し，不在説，たとえば野村［１９９４ｂ１ ，島田［１９９４１は，すでに紹介したよ

うに，「制度」 ・□貫行」 ・「実態」と「観念」 ・「杜会通念」 ・「規範」 ・「価値観」などという存在次

元の区別をしながら，前者のレベルでの「終身雇用」の不在を主張するわけである 。ただ，後者

が企業の雇用行動を制約していることも認められており（野村［１９９４ｂ１ ，１９５，島田［１９９４１ ，６６） ，

この事情を雇用システムの特質把握においてどのように意義づけるかは，課題としてあろう 。

　近年の「終身雇用制」論の以上の検討を通じて，次の２つの課題が浮かび上がっているように

思われる。第１に，終身雇用制として概念化されようとする日本企業の雇用システムの特質の実

体的内容の把握が，いまだその暖味さを払拭しきれていないということである。したがって ，

１９７０年代後半以降の「変化」の内容もまた確定しきれてはいない。津田氏のいう「あいまい型」

解明の課題が依然として残っているといっ てよかろう 。

　存続説，崩壊説をふくめて実在説は，「終身雇用」について，解雇は「最後の手段」といっ た

ような何らかの留保をおこなっ ている。また，理念，制度，結果という存在次元を区別して，理

念， 規範としての存在が終身雇用制の存続の証拠とされたりもする。これらはまた，１９７０年代後

半以降における「変化」の実体の把握のしかたにもかかわ ってくる。いずれにせよ実在説はその

実体を終身雇用と結びつけるには依然として暖味さを残している。不在説からすれば，このよう

な実在説の論理は，「辻棲合わせ」か，「終身雇用」概念の不当な拡張ということになろう 。しか

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３６１）




